
(証券コード：4235)

2019年３月13日

株 主 各 位
東京都八王子市明神町三丁目20番６号

ウルトラファブリックス・ホールディングス株式会社
代表取締役社長 吉 村 　 昇

第54回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第54回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2019年３月27日（水曜日）午
後５時45分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時  2019年３月28日（木曜日）午前10時

２．場 所  東京都八王子市旭町14番１号
 京王プラザホテル八王子　４階　宴の間
 （末尾の会場ご案内図をご参照ください。なお、昨年と同じ

ホテルですが、階及び会場が異なりますので、お間違えの
ないようお願い申しあげます。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項  １．第54期（2018年１月１日から2018年12月31日まで）事業

報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人及
び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

 ２．第54期（2018年１月１日から2018年12月31日まで）計算
書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案  剰余金処分の件

第２号議案  定款一部変更の件

第３号議案  取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

第４号議案  監査等委員である取締役３名選任の件

第５号議案  取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する株式報
酬（事後交付型リストリクテッド・ストック）の付与のため
の報酬決定の件

４．招集にあたっての決定事項
議決権行使書面において、各議案に対して賛否の表示をされないときは、
賛成の表示をしたものとして取り扱わせていただきます。

以　上
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

◎本招集ご通知において提供すべき書類のうち、次に掲げる事項については、法
令及び定款第13条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.ultrafabricshd.co.jp/）に掲載しております。

　①　連結計算書類の「連結注記表」
　②　計算書類の「個別注記表」
　なお、監査等委員会が監査報告を、会計監査人が会計監査報告をそれぞれ作成

するに際して監査した連結計算書類及び計算書類には、本提供書面記載のもの
のほか、この「連結注記表」及び「個別注記表」として表示すべき事項も含ま
れております。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じ
た場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.ultrafabricshd.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（2018年１月１日から
2018年12月31日まで）

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度における我が国経済は、相次ぐ自然災害や原材料価格上昇

などの影響を受けながらも、底堅い企業収益を背景に雇用・所得環境は改善

し景気は拡大基調を継続いたしました。また、世界経済は米国と中国の貿易

摩擦や新興国の景気減速など不確実性の高い状況はあるものの、米国におい

て好調な景気状態が継続し、全体としては堅調に推移いたしました。このよ

うな状況の下で当社グループは、グループ３社（ホールディングス、第一化

成、ウルトラファブリックス）で１月をスタートする初めての年となり、販

路の拡大や生産基盤の拡充・強化を注力課題として取り組んでまいりました。

当社製品に対する旺盛な需要が続く中、第一化成では夏までラインの増強工

事をしながらの生産となり、フル稼働生産に追われる期間も長く続きました。

ウルトラファブリックスは順調なマーケティングを行い、４月にはドイツハ

ンブルグでの航空機内装ショーでパートナーと共同で初めてブースを出展し、

５月にはイギリスロンドンにショールームをオープンいたしました。製品開

発面では、風の吹き荒れる鳥取砂丘のイメージに触発されたデザインを特徴

とするUltraleather Tottoriを９月に発売し、再生可能資源で作られる製品

への需要にも応えるべく、バイオベース製品の開発を進めてまいりました。

この結果、2018年12月期の売上収益は119億１百万円、営業利益は11億68百

万円、税引前当期利益は６億72百万円となり、2018年11月14日に上方修正致

しました業績予想との比較でいずれも上回る結果となりましたが、2019年12

月期に導入予定の連結納税制度の影響等により当期利益は業績予想を若干下

回り３億77百万円となりました。なお、2017年12月期は決算期を３月より12

月に変更したことによる変則決算となるため、前年比情報は記載しておりま

せん。

－ 3 －



用途別の売上収益の概況は、次のとおりであります。

①家具用

当社のポリウレタンレザーはその風合いの良さ（柔らかさ）、通気性に

代表される高い機能性、及び優れたデザイン性が評価され、北米を中心に

椅子をはじめとしたハイエンドのオフィス家具に採用されております。ハ

イエンドの家具ではユーザーが素材を組み合わせることができますが、家

具メーカーが当社製品専用のカタログを用意してくれることで販売につな

がってまいります。このビジネスモデルには、カタログに採用されるまで

に長い時間がかかる一方、高品質とサービス向上により一度採用されると

販売が長期間継続するという特徴があります。また当社製品はホテル、レ

ストラン、劇場などで使用される家具、内装材にも使われております。

当期におきましては年初に生産がタイトな状況が続いたため、生産能力

の向上を行い、年末にかけて通常の在庫レベルまで回復いたしました。

この結果、家具用の売上収益は33億71百万円となりました。

②自動車用

当社製品は製品の柔らかさに起因する低温特性の良さや光の反射が抑制

されるといった外観の特徴から、従来ギアシフトブーツ等に使われてまい

りました。最近になり摩耗強度や耐光性等特に自動車で素材に求められる

機能が向上し、人が触ることから触感が重視されるシートを含む他の内装

材での採用が増えております。また欧米の自動車メーカーでは、動物由来

の素材を避けるトレンド（ヴィーガン）から本革以外の高級素材が内装材

のオプションとして検討されており、この観点からも当社製品への注目も

高まっております。

ギアシフトブーツ等従来用途の売上が堅調に推移する中、シート向けが

伸長し全体を押し上げた結果、自動車用の売上収益は35億87百万円となり

ました。

③航空機用

航空機の内装材には機内の雰囲気を作り出すデザイン性に加え、高い難

燃性が機能面で求められております。一般的に難燃性の上がる加工をする

と素材が固くなる傾向がありますが、当社では難燃性と風合いが両立する

ような製品作りを行っております。また、燃費向上の観点から当社製品の

特長の一つである軽さも注目されており、民間航空会社での様々な検討が

進んでおります。

当期におきましては採用までのリードタイムの長い民間航空会社プログ

ラムの検討を中心に行う中、既存プログラムの需要が旺盛で売上の増加に

貢献いたしました。

この結果、航空機用の売上収益は10億83百万円となりました。
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④その他

当社では用途別の個別ニーズに合わせてデザイン性、機能性、触感のバ
ランスをとる製品開発を行い、幅広い分野における採用につなげておりま
す。上記の主要３分野に加え、スポーツ用手袋や衣料用素材、キャンピン
グカー、トラック、ボート等の内装材、医療用の椅子等にも当社製品が使
われております。

当期においては生産能力との関係から幾つかの用途では受注の調整を行
わざるを得ず、売上の減少を招きました。

この結果、その他の売上収益は38億60百万円となりました。

②　設備投資の状況
　当連結会計年度における設備投資の総額は15億63百万円であり、その主な
ものは次のとおりであります。
・埼玉事業所における製造設備の新設及び更新
・群馬工場における製造設備の新設

③　資金調達の状況
　当連結会計年度中に当社グループの所要資金として、金融機関より借入金
として13億２百万円の調達を行いました。

(2) 財産及び損益の状況
　①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分

第51期
(2016年３月期)

第52期
(2017年３月期)

第53期
(2017年12月期)

第54期
(2018年12月期)

日本基準 日本基準 IFRS IFRS IFRS

売上高又は売上収益(百万円) 5,204 5,431 5,874 7,848 11,901

営業利益(百万円) 958 517 2,947 572 1,168

親会社株主に帰属する当期純利益
又は親会社の所有者に帰属する
当 期 利 益 ( 百 万 円 )

843 2,912 2,887 71 377

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 又 は
基本的１株当たり当期利益(円)

145.18 493.82 367.33 8.94 46.57

総資産又は資産合計(百万円) 6,483 24,920 25,332 26,917 27,752

純資産又は資本合計(百万円) 4,036 8,825 8,682 9,201 10,000

１株当たり純資産額
又 は １ 株 当 た り
親会社所有者帰属持
分 ( 円 )

687.83 1,177.58 1,144.87 1,099.34 1,128.07

（注）１．2017年12月期よりIFRSに準拠して連結計算書類を作成しております。また、ご参考ま

でに2017年３月期のIFRSに準拠した諸数値も併記しております。

２．科目等の表記が日本基準とIFRSとで異なる場合は、両方を併記しております。

３．2017年12月期は９ヶ月間（2017年４月１日から2017年12月31日まで）の変則決算とな

っております。
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４．１株当たり当期純利益又は基本的１株当たり当期利益は、親会社株主に帰属する当期

純利益又は親会社の所有者に帰属する当期利益から普通株主に帰属しない金額を引

き、自己株式数控除後の期中平均発行済普通株式数で除しており、１株当たり純資産

額又は１株当たり親会社所有者帰属持分は、純資産の合計額又は親会社所有者帰属持

分から普通株式に係らない金額を引き、自己株式数控除後の期末発行済普通株式数で

除してそれぞれ算出しております。

　②　当社の財産及び損益の状況

区 分
第51期

(2016年３月期)
第52期

(2017年３月期)
第53期

(2017年12月期)

第54期
(当事業年度)
(2018年12月期)

売 上 高 ( 百 万 円 ) 5,220 5,387 2,931 300

経常利益又は経常損失
（ △ ） ( 百 万 円 )

1,075 615 △289 △554

当期純利益又は当期純
損失（△）(百万円)

826 487 21 △604

１株当たり当期純利益又は
１ 株 当 た り 当 期 純 損 失
（ △ ） ( 円 )

142.29 77.55 2.67 △74.69

総 資 産 ( 百 万 円 ) 6,224 21,407 18,693 17,516

純 資 産 ( 百 万 円 ) 3,813 6,056 6,582 6,471

１株当たり純資産額(円) 649.54 695.36 682.73 568.03

（注）１．2017年12月期は９ヶ月間（2017年４月１日から2017年12月31日まで）の変則決算とな

っております。

２．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、当期純利益又は当期純損失から

普通株主に帰属しない金額を引き、自己株式数控除後の期中平均発行済普通株式数で

除しており、１株当たり純資産額は、純資産の合計額から普通株式に係らない金額を

引き、自己株式数控除後の期末発行済普通株式数で除してそれぞれ算出しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

該当事項はありません。
②　重要な子会社の状況

名 称 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

第 一 化 成 株 式 会 社 100百万円 100.0％
ポリウレタンレザーの
製 造 ・ 販 売

U l t r a f a b r i c s  I n c . 17,380千$ 100.0％
ポリウレタンレザーの
販 売

U l t r a f a b r i c s  E u r o p e  L t d . 250千£ 100.0％
ポリウレタンレザーの
販 売

ウルトラファブリックス・ジャパン
株 式 会 社

10百万円 100.0％
ポリウレタンレザーの
販 売

③　特定完全子会社に関する事項

会社名 住所
帳簿価額の
合計額

当社の
総資産額

第一化成株式会社 東京都八王子市明神町３－20－６ 3,740百万円 17,516百万円
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(4) 対処すべき課題
①　生産の２ライン化
　当社はこれまで長年にわたり埼玉県行田市にあります埼玉事業所の１ラ
インで生産しておりましたが、2016年４月に群馬県邑楽郡邑楽町の新工場が
稼働し、一部の工程が２ラインとなりました。より高い品質と供給の安定性
が求められる自動車、航空機等における用途拡大を目指すために生産の完全
２ライン化が必須であることから設備投資を進め、2018年９月に完成いたし
ました。新しい２つのラインは、効率的な大量生産に適したラインと柔軟性
のある少量生産に適したラインにより構成され、様々な顧客ニーズに応える
ことのできる体制となります。
②　サステナビリティー（持続可能性）の重視

世界経済の成長によるハイエンドレザーへの需要が増加する一方、その需
要を本革だけで満たすことは持続不可能な状況にあります。また、動物由来
の素材の使用を避けたいという考え方も、欧米のデザイナーを中心に広がり
を見せています。当社の製品は元来これらの流れに沿ったものではありま
すが、当社の製品自体も持続可能なものでなくてはなりません。この観点か
ら、生産における環境への負荷を最小限とするのは勿論のこと、植物由来や
リサイクル原料の活用、CSR活動への取組強化等サステナビリティーを重視
した経営を目指します。

(5) 主要な事業内容（2018年12月31日現在）

区 分 主 要 製 品
売上高
構成比率

ポリウレタンレザー Brisa®、Ultraleather®、Ultratech　他 100.0％

(6) 主要な営業所及び工場（2018年12月31日現在）
①　当社　　　　　　　　　　　本社　　　　　東京都八王子市

②　子会社
第一化成株式会社　　　　　　本社　　　　　　東京都八王子市
　　　　　　　　　　　　　　研究所　　　　　東京都八王子市
　　　　　　　　　　　　　　埼玉事業所　　　埼玉県行田市
　　　　　　　　　　　　　　群馬工場　　　　群馬県邑楽郡邑楽町
Ultrafabrics Inc. 　　　　　　　　　　　　　米国ニューヨーク州
Ultrafabrics Europe Ltd.　　　　　　　　　　英国レスターシャー州
ウルトラファブリックス・ジャパン株式会社　　東京都八王子市
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(7) 使用人の状況（2018年12月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使　用　人　数 前連結会計年度末比増減

259（４）名 37名増（２名減）

（注）１．使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数

で記載しております。

２．当社グループは単一セグメントであるため、セグメント別の記載はしておりません。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

４（－）名 ２名増（－） 50.5歳 0.7年

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記

載しております。

(8) 主要な借入先の状況（2018年12月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 13,109百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,638

株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 500

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 209
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２．会社の現況
(1) 株式の状況（2018年12月31日現在）

①　発行可能株式総数 普通株式 27,200,000株
Ａ種優先株式 6,800,000株

なお、発行可能株式総数は27,200,000株であります。
②　発行済株式の総数 普通株式 6,830,000株

（自己株式592,233株を含む）
Ａ種優先株式 1,850,000株

　　 （注）譲渡制限付株式の割当てにより、発行済み株式の総数は30,000株
　　　　　 増加しております。

③　株主数 普通株式 1,346名
（前事業年度末比70名減）
Ａ種優先株式 4名
（前事業年度末比増減なし）

④　大株主（上位10名）

株 主 名
持 株 数

持 株
比 率普通株式

Ａ種優先
株 式

合 計

東京中小企業投資育成株式会社 1,102千株 －千株1,102千株 13.62％

C l a y  A n d r e w  R o s e n b e r g － 1,062 1,062 13.13

Barbara Danielle Boecker-Primack － 604 604 7.46

五 味 大 輔 500 － 500 6.18

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 275 － 275 3.40

株 式 会 社 り そ な 銀 行 275 － 275 3.40

株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 275 － 275 3.40

大 日 精 化 工 業 株 式 会 社 274 － 274 3.38

白 石 カ ル シ ウ ム 株 式 会 社 240 － 240 2.96

中 野 淳 文 205 － 205 2.54

 (注) １．当社は自己株式592,233株を保有しておりますが、上記大株主からは除
外しております。

　　　２．持株比率は自己株式（592,233株）を控除して計算しております。
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(2) 新株予約権等の状況
①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として

交付された新株予約権の状況
（2018年12月31日現在）

イ．2015年３月13日開催の取締役会決議による新株予約権
　なお、当該新株予約権は2015年４月20日に発行しております。

・新株予約権の数
364個（新株予約権１個につき1,000株）

・新株予約権の目的である株式の数
364,000株

・新株予約権の払込金額
無償

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
１個当たり821,000円（１株当たり821円）

・新株予約権の行使に際して株式を発行する場合における増加する資本金
及び資本準備金に関する事項

新株予約権の行使に際して株式を発行する場合における増加する資本
金の額は、会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金
等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じる場合はその端数を切り上げた額となります。
新株予約権の行使に際して株式を発行する場合における増加する資本
準備金の額は、上記資本金等増加限度額から上記に定める増加する資
本金の額を減じた額となります。

・新株予約権を行使することができる期間
2017年４月21日から2019年６月30日まで

・新株予約権の行使の条件
本新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において、当社の取
締役もしくは従業員の地位にあることを要します。ただし、取締役が
任期満了により退任した場合、又は従業員が定年により退職した場合
にはこの限りではありません。また、当社取締役会が正当な理由があ
ると認めた場合はこの限りではありません。
新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の法定相続人のうち1名
（以下「権利継承者」という。）に限り、及び新株予約権者が死亡し
た日の１年以内に限り、権利行使をすることができます。なお、権利
継承者が死亡した場合、権利継承者の相続人は新株予約権を相続でき
ません。
また、本件新株予約権１個の一部行使は認めません。

・当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的である株式の数 保 有 者 数

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 を 除 く ）

6個 6,000株 1名

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

10 10,000 1

合 計 16 16,000 2

（注）１．取締役（監査等委員）保有分は、新株予約権発行時に当社取締役の
地位にあった時に付与されたものであります

２．取締役（監査等委員を除く）には、社外取締役はおりません。
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ロ．2016年８月22日開催の取締役会決議による新株予約権
　なお、当該新株予約権は2016年９月23日に発行しております。

・新株予約権の数
3,820個（新株予約権１個につき100株）

・新株予約権の目的である株式の数
382,000株

・新株予約権の払込金額
無償

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
１個当たり52,200円（１株当たり522円）

・新株予約権の行使に際して株式を発行する場合における増加する資本金
及び資本準備金に関する事項

新株予約権の行使に際して株式を発行する場合における増加する資本
金の額は、会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金
等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じる場合はその端数を切り上げた額となります。
新株予約権の行使に際して株式を発行する場合における増加する資本
準備金の額は、上記資本金等増加限度額から上記に定める増加する資
本金の額を減じた額となります。

・新株予約権を行使することができる期間
2018年９月24日から2021年６月30日まで

・新株予約権の行使の条件
本新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において、当社の取
締役もしくは従業員の地位にあることを要します。ただし、取締役が
任期満了により退任した場合、又は従業員が定年により退職した場合
にはこの限りではありません。また、当社取締役会が正当な理由があ
ると認めた場合はこの限りではありません。
新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の法定相続人のうち1名
（以下「権利継承者」という。）に限り、及び新株予約権者が死亡し
た日の１年以内に限り、権利行使をすることができます。なお、権利
継承者が死亡した場合、権利継承者の相続人は新株予約権を相続でき
ません。
また、本件新株予約権１個の一部行使は認めません。

・当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的である株式の数 保 有 者 数

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 を 除 く ）

528個 52,800株 3名

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

170 17,000 2

合 計 698 69,800 5

（注）１．取締役（監査等委員）保有分は、新株予約権発行時に当社取締役の
地位にあった時に付与されたものであります。

２．取締役（監査等委員を除く）には、社外取締役はおりません。
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ハ．2017年１月23日開催の取締役会決議による新株予約権
　なお、当該新株予約権は2017年３月７日に発行しております。

・新株予約権の数
1,200,000個（新株予約権１個につき１株）

・新株予約権の目的である株式の数
1,200,000株

・新株予約権の払込金額
無償

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
１個当たり1,024円（１株当たり1,024円）

・新株予約権の行使に際して株式を発行する場合における増加する資本金
及び資本準備金に関する事項

新株予約権の行使に際して株式を発行する場合における増加する資本
金の額は、会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金
等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じる場合はその端数を切り上げた額となります。
新株予約権の行使に際して株式を発行する場合における増加する資本
準備金の額は、上記資本金等増加限度額から上記に定める増加する資
本金の額を減じた額となります。

・新株予約権を行使することができる期間
2017年４月１日から2022年３月31日まで

・新株予約権の行使の条件
本件新株予約権１個の一部行使は認めません。
本新株予約権割当契約に違反した場合には行使できません。

・当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的である株式の数 保 有 者 数

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 を 除 く ）

1,200,000個 1,200,000株 2名

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

－ － －

合 計 1,200,000 1,200,000 2

（注）１．上記取締役（監査等委員を除く）２名に付与している新株予約権は、
取締役就任前に付与されたものであります。

２．取締役（監査等委員を除く）には、社外取締役はおりません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権
　の状況

　　　該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況
①　取締役の状況（2018年12月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 吉 村 　 昇

第 一 化 成 株 式 会 社 取 締 役
Ultrafabrics Inc.社　Director
ウルトラファブリックス・ジャパン
株 式 会 社 代 表 取 締 役 社 長

取 締 役 会 長 中 野 淳 文
第 一 化 成 株 式 会 社 取 締 役

Ultrafabrics Inc.社　Director

取 締 役 中 川 豊 彦 第 一 化 成 株 式 会 社 代 表 取 締 役 社 長

取 締 役 田 中 　 勉 第 一 化 成 株 式 会 社 代 表 取 締 役 副 社 長

取 締 役
ク レ イ
アンドリュー
ローゼンバーグ

U l t r a f a b r i c s  I n c . 社 　 C E O

Ultrafabrics Europe Ltd.社　取締役

ウルトラファブリックス・ジャパン

株 式 会 社 取 締 役

取 締 役
バ ー バ ラ
ダニエルベッカー
プ リ マ ッ ク

Ultrafabrics Inc.社　President

Ultrafabrics Europe Ltd.社　取締役

ウルトラファブリックス・ジャパン

株 式 会 社 取 締 役

取 締 役
（監査等委員・常勤）

三 浦 宏 平
第 一 化 成 株 式 会 社 監 査 役

ウルトラファブリックス・ジャパン

株 式 会 社 監 査 役

取 締 役
（監査等委員）

藤 村 俊 夫 第 一 化 成 株 式 会 社 監 査 役

取 締 役
（監査等委員）

伊 丹 庸 之

取 締 役
（監査等委員）

横 尾 　 彰

（注）１．取締役（監査等委員）藤村俊夫氏、伊丹庸之氏及び横尾彰氏は社外取
締役であります。

２．当社は、取締役会以外の重要な会議への出席を継続的・実効的に行う
など、情報収集や監査の実効性を高めることを目的として、常勤の監
査等委員を置いております。

３．2018年３月29日開催の第53回定時株主総会において、新たに三浦宏平
氏は監査等委員である取締役に選任され就任いたしました。

４．当事業年度中の取締役の地位の異動は、次のとおりです。
　①代表取締役社長中野淳文氏は、2018年３月29日付で取締役会長に就任

いたしました。
　②取締役吉村昇氏は、2018年３月29日付で代表取締役社長に就任いたし

ました。
５．当社は、取締役（監査等委員）藤村俊夫氏、伊丹庸之氏及び横尾彰氏

を東京証券取引所に独立役員として届け出ております。
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②　取締役の報酬等
　当事業年度に係る報酬等の額

区 分 員 数 報酬等の額

取 締 役 ( 監 査 等 委 員 を 除 く )
( う  ち  社  外  取  締  役 )

6名
(－名)

55百万円
(－百万円)

取 締 役 ( 監 査 等 委 員 )
( う  ち  社  外  取  締  役 )

4
(3)

16
(9)

合 計
( う  ち  社  外  役  員  )

10
(3)

71
(9)

（注）１．取締役（監査等委員を除く）の報酬等の額には、使用人兼務取締役の
使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、2017年６月22日開催の第52回定時株主総会に
おいて、取締役（監査等委員を除く）について年額300百万円以内（た
だし、使用人分給与は含まない。）、取締役（監査等委員）について
年額30百万円以内と決議いただいております。

３．上記の報酬等の額には、以下のものが含まれております。
・当事業年度におけるストックオプション費用計上額14百万円（取締役

（監査等委員を除く）に対し13百万円、取締役（監査等委員）に対し
１百万円）。

４．社外取締役（監査等委員）１名は、当社子会社である第一化成株式会
社の監査役を兼務しており、上記以外に当該子会社から２百万円支払
われております。

③　社外役員に関する事項
当事業年度における主な活動状況

　取締役会及び監査等委員会への出席状況及び発言状況

出席状況及び発言状況

取締役（監査等委員）
藤 村 俊 夫

当事業年度に開催された取締役会19回のうち19回、監査等
委員会15回のうち15回に出席いたしました。主に企業経
営における豊富な経験から当社の経営上有用な指摘、意見
を述べております。

取締役（監査等委員）
伊 丹 庸 之

当事業年度に開催された取締役会19回のうち19回、監査等
委員会15回のうち15回に出席いたしました。主に企業経
営における豊富な経験から当社の経営上有用な指摘、意見
を述べております。

取締役（監査等委員）
横 尾 　 彰

当事業年度に開催された取締役会19回のうち17回、監査等
委員会15回のうち12回に出席いたしました。主に金融業
界における豊富な経験と幅広い見識から当社の経営上有
用な指摘、意見を述べております。
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(4) 会計監査人の状況
①　名称

EY新日本有限責任監査法人
　（注）新日本有限責任監査法人は、名称変更により、2018年７月１日を

もって、EY新日本有限責任監査法人となりました。

②　報酬等の額
EY新日本

有限責任監査法人

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 120百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき
金銭その他の財産上の利益の合計額

120

(注)１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく
監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確
に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年
度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載
しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職
務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどう
かについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の
額について同意の判断をいたしました。

３．当社の重要な子会社のうち在外子会社については、当社の会計
監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこの資格
に相当する資格を有する者を含む）の監査を受けております。

③　非監査業務の内容
該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その

必要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又
は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する
と認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解
任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任
後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨及
びその理由を報告いたします。

－ 15 －



３．会社の体制及び方針
(1) 業務の適正を確保するための体制

 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は
以下のとおりであります。
①　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る文書その他の情報は、社内規則に則り適切に保
存及び管理する。

②　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　コンプライアンス、災害、環境、品質、情報セキュリティ等に係る各種
リスクについては、それぞれの担当部門にて、必要に応じ規則・ガイドラ
インの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとし、新
たに生じたリスクについては、速やかに対応責任者となる取締役を定める。

③　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　・職務権限制度、人事管理制度等、会社規程を整備し、職務の執行が効率

的に行われることを確保する。
　・職務執行の効率性を向上させ、採算管理の徹底を図るため、全社及び各

部門毎に年度予算・業績管理の策定を行い、その適切な運用を行う。
④　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制

　・法令及び定款を遵守した行動をとるための指針を定め、またコンプライ
アンス担当取締役を任命し、全社横断的なコンプライアンス体制の整備
及び問題点の把握に努める。

　・反社会的勢力との関係は法令等違反に繋がるものと認識して、その取引
は断固拒絶すべく毅然たる態度で対応し、反社会的勢力とは取引関係そ
の他一切の関係を持たない体制を整備する。

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための
体制

　・当社の行動指針を当社グループ共有のものとして、グループ企業におい
てコンプライアンス体制をはじめ内部統制が有効に機能するための方策
を確保する。

　・グループ横断的なコンプライアンス体制の整備及び問題点の把握に努め
る。

　・取締役社長は、グループ企業の経営者と定期的に会議を開催し、情報の
共有化を図る。

　・子会社との間で定期的に経営状況及び財務状況の報告会を開くことによ
り、子会社の経営状況及び財務状況の内容を適切に把握し、子会社の業
務の適正を確保する。

　・当社は「②損失の危険の管理に関する規程その他の体制」に記載するリ
スク管理体制をグループ全体に適用し、グループ全体のリスクを統括的
に管理する。

　・当社は、子会社における意思決定について、子会社の取締役会規程、職
務権限規程その他の各種規程に基づき、子会社における業務の執行者の
権限と責任を明らかにさせ、組織的かつ効率的な業務執行が行われるよ
う、必要に応じて指導を行う。
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　・当社の内部監査部門は、「関係会社管理規程」等に基づき、当社及び当
社グループ会社の監査を行い、当社の取締役社長及び監査等委員会に報
告させることにより、子会社における法令・定款違反を未然に防止する
とともに、発見された問題への対策を適時適切に講じる。

⑥　財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制
　当社及び子会社等は、財務報告の信頼性・適正性を確保するために金融
商品取引法その他の関係法令等に基づき有効かつ適切な内部統制の整備及
び運用する体制を構築するとともに、その体制について適正に機能するこ
とを継続的に評価し、必要な是正措置を行うこととする。

⑦　監査等委員会がその職務を補助すべき取締役及び使用人を置くことを求
めた場合における当該使用人に関する体制
・監査等委員会が必要と認めたときは、実施すべき監査業務を「内部監査
部」に対し要望することができる。

・監査等委員会がその職務を補助すべき取締役及び使用人（監査等委員会
スタッフ）を置くことを求めた場合、必要なスタッフを配置する。

・監査等委員会は、監査等委員会スタッフに対し、監査業務に必要な事項
を命令することができる。

⑧　前号の取締役及び使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）か
らの独立性に関する事項及び当該取締役及び使用人に対する監査等委員会
の指示の実効性の確保に関する事項
・「内部監査部」に所属する使用人及び監査等委員会スタッフの人事異動・

評価については、監査等委員会の意見を尊重するものとする。
・監査等委員会の職務の補助業務を担当する使用人が、その業務に関して
監査等委員会からの指示を受けたときは、専らその指揮命令に従う体制
を整備する。

⑨　当社及び当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く）及び
使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報
告に関する体制
・監査等委員及び監査等委員会スタッフが経営会議その他の社内会議に出
席し、経営上の重要情報について適時報告を受けられる体制とするとと
もに、重要な議事録、稟議書は、都度監査等委員会に回覧する。

・監査等委員会が必要と判断したときは、いつでも取締役（監査等委員で
ある取締役を除く）及び使用人等、並びに子会社の取締役及び使用人等
に対して報告を求めることができる。

・内部通報制度の通報状況について速やかに監査等委員会に報告を行う。
・「内部監査部」が実施した内部監査の結果についても、監査等委員会に

報告する。
・監査等委員会に対して報告をした者が当該報告をしたことを理由として
不利な取扱いを受けないことを確保するための体制を構築する。

⑩　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体
制
・監査等委員会が取締役社長に対する独立性を保持しつつ適正かつ実効的
な監査を行える体制とする。

・取締役社長は監査等委員会と定期的に会議を開催し、監査等委員会が意
見又は情報の交換ができる体制とする。

・監査等委員会が会計監査人と円滑に連携できる体制とする。
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・内部監査部門は監査等委員会との連絡会議を定期的に、また必要に応じ
て開催し、取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人等の業
務の適法性・妥当性について監査等委員会が報告を受けることができる
体制とする。

⑪　監査等委員の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針
に関する事項
　監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限
る。）について生ずる費用の前払い等を請求した場合は、当該監査等委員
の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又
は債務を処理する。

(2) 当該体制の運用状況
①　取締役の職務の執行について

　当該事業年度において、取締役会は19回開催され、経営の基本方針の策
定、所定の重要事項につき審議・決定を行い、また定期的な業務執行状況
のレビュー等を通じて、職務執行の監督を実施しております。

②　コンプライアンス体制について
　当社役員及び従業員に対して、経営会議等において適宜コンプライアン
ス情報を周知させ、社内教育等を通じてコンプライアンスの基本的事項の
再確認となるよう研修を行い、コンプライアンス意識の浸透を図っており
ます。

③　内部監査の実施について
　内部監査部が社内の内部監査を行い、内部監査報告書を作成し、取締役
会に報告を行っております。また監査等委員会に対しても監査結果の報告
を行っております。

④　監査等委員の職務執行について
　監査等委員は、監査等委員会で策定した監査方針並びに監査計画に基づ
き、取締役会等の重要な会議に出席し、取締役の職務の執行を監査いたし
ました。また会計監査人から法令に基づく事業年度の監査結果について定
期報告を受けるほか、適宜、会計監査人から監査状況を聴取しております。
なお、当事業年度は監査等委員会を15回開催しております。

(3) 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題と位置づけ、安定的な配
当を行うことを基本方針とし、さらに経営成績及び今後の事業展開、健全な
経営体質の維持のために必要な内部留保の確保等を勘案して、配当を実施い
たします。今後も長期的に株主の皆様のご期待に沿う配当政策を進めてまい
ります。
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４．会社の支配に関する基本方針

特記すべき事項はありません。

 (注) 　本事業報告に記載の金額及び株式数は、表示単位未満を四捨五入して表

示しております。
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連 結 財 政 状 態 計 算 書
（2018年12月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産

流 動 資 産

現金及び現金同等物

営業債権及びその他の債権

そ の 他 の 金 融 資 産

棚 卸 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

非 流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

の れ ん

無 形 資 産

そ の 他 の 金 融 資 産

繰 延 税 金 資 産

その他の非流動資産

5,224

1,248

1,622

37

2,017

300

22,528

5,834

7,929

7,663

926

176

1

負 債

流 動 負 債 4,324

有 利 子 負 債 2,582

営業債務及びその他の債務 1,085

そ の 他 の 金 融 負 債 53

未 払 法 人 所 得 税 等 206

引 当 金 282

そ の 他 の 流 動 負 債 116

非 流 動 負 債 13,428

有 利 子 負 債 12,899

退職給付に係る負債 187

引 当 金 18

繰 延 税 金 負 債 283

その他の非流動負債 41

負 債 合 計 17,753

資 本

親会社の所有者に帰属する持分 10,000

資 本 金 1,409

資 本 剰 余 金 2,306

利 益 剰 余 金 6,757

自 己 株 式 △333

その他の資本の構成要素 △140

資 本 合 計 10,000

資 産 合 計 27,752 負 債 及 び 資 本 合 計 27,752

（注） 記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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連　結　損　益　計　算　書

（2018年１月１日から
2018年12月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 収 益 11,901

売 上 原 価 △6,056

売 上 総 利 益 5,845

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 △4,669

そ の 他 の 収 益 16

そ の 他 の 費 用 △24

営 業 利 益 1,168

金 融 収 益 62

金 融 費 用 △558

税 引 前 当 期 利 益 672

法 人 所 得 税 費 用 △295

当 期 利 益 377

当 期 利 益 の 帰 属

親 会 社 の 所 有 者 377

非 支 配 持 分 －

当 期 利 益 377

（注） 記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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連 結 持 分 変 動 計 算 書

（2018年１月１日から
2018年12月31日まで）

（単位：百万円）

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
その他の
資本の構
成 要 素

合 計

2 0 1 8 年 １ 月 １ 日 残 高 1,387 1,846 6,524 △469 △87 9,201

当 期 利 益 － － 377 － － 377

そ の 他 の 包 括 利 益 － － － － △52 △52

当 期 包 括 利 益 合 計 － － 377 － △52 324

自 己 株 式 の 取 得 － － － △0 － △0

自 己 株 式 の 処 分 － － － 136 － 136

ストック・オプションの行使 － 7 － － － 7

配 当 金 － － △143 － － △143

株式に基づく報酬取引 23 452 － － － 475

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

－ － 0 － △0 －

所 有 者 と の 取 引 額 合 計 23 460 △143 136 △0 475

2 0 1 8 年 1 2 月 3 1 日 残 高 1,409 2,306 6,757 △333 △140 10,000

資本合計

2 0 1 8 年 １ 月 １ 日 残 高 9,201

当 期 利 益 377

そ の 他 の 包 括 利 益 △52

当 期 包 括 利 益 合 計 324

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 136

ストック・オプションの行使 7

配 当 金 △143

株式に基づく報酬取引 475

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

－

所 有 者 と の 取 引 額 合 計 475

2 0 1 8 年 1 2 月 3 1 日 残 高 10,000

（注） 記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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貸　借　対　照　表

（2018年12月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

前 払 費 用

未 収 利 息

関係会社短期貸付金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

繰 延 税 金 資 産

長 期 前 払 費 用

そ の 他

2,126

311

17

148

1,276

40

334

15,389

2

2

15,387

5,785

9,571

0

21

10

流 動 負 債 1,472

１年内返済予定の長期借入金 1,276

未 払 金 65

未 払 費 用 70

未 払 法 人 税 等 51

預 り 金 9

そ の 他 1

固 定 負 債 9,573

長 期 借 入 金 9,571

資 産 除 去 債 務 2

負 債 の 部 合 計 11,045

純 資 産 の 部

株 主 資 本 5,534

資 本 金 1,409

資 本 剰 余 金 1,374

資 本 準 備 金 1,234

そ の 他 資 本 剰 余 金 140

利 益 剰 余 金 3,105

利 益 準 備 金 94

そ の 他 利 益 剰 余 金 3,011

別 途 積 立 金 1,710

繰 越 利 益 剰 余 金 1,301

自 己 株 式 △354

新 株 予 約 権 937

純 資 産 の 部 合 計 6,471

資 産 の 部 合 計 17,516 負債及び純資産の部合計 17,516

（注） 記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
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損　益　計　算　書

（2018年１月１日から
2018年12月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 300

売 上 原 価 －

売 上 総 利 益 300

販売費及び一般管理費 943

営 業 損 失 643

営 業 外 収 益

受 取 利 息 513

そ の 他 1 514

営 業 外 費 用

支 払 利 息 425

そ の 他 0 425

経 常 損 失 554

特 別 利 益 －

特 別 損 失 －

税 引 前 当 期 純 損 失 554

法人税、住民税及び事業税 94

法 人 税 等 調 整 額 △44 50

当 期 純 損 失 604

（注） 記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
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株主資本等変動計算書

（ 2018年１月１日から

2018年12月31日まで ）
（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

そ の 他 利 益
剰 余 金 利 益

剰余金
合 計別 途

積立金

繰 越
利 益
剰余金

当 期 首 残 高 1,387 1,211 101 1,312 94 1,710 2,048 3,852 △489 6,061

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 23 23 － 23 － － － － － 45

剰余金の配当 － － － － － － △143 △143 － △143

当 期 純 損 失 － － － － － － △604 △604 － △604

自己株式の取得 － － － － － － － － △0 △0

自己株式の処分 － － 39 39 － － － － 136 175

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
－ － － － － － － － － －

当期変動額合計 23 23 39 62 － － △747 △747 136 △527

当 期 末 残 高 1,409 1,234 140 1,374 94 1,710 1,301 3,105 △354 5,534

新 株 予 約
権

純 資 産 合
計

当 期 首 残 高 521 6,582

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 － 45

剰余金の配当 － △143

当 期 純 損 失 － △604

自己株式の取得 － △0

自己株式の処分 － 175

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
416 416

当期変動額合計 416 △111

当 期 末 残 高 937 6,471

（注） 記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年２月22日

ウルトラファブリックス・ホールディングス株式会社

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 丸 山 高 雄 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 北 村 康 行 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ウルトラファブリッ
クス・ホールディングス株式会社の2018年１月１日から2018年12月31日まで
の連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、連結損益
計算書、連結持分変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要
な事項及びその他の注記について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、連結計算書類を指定国際会計基準で求められる開示項目
の一部を省略して作成することを認めている会社計算規則第120条第１項後
段の規定により作成し、適正に表示することにある。これには、不正又は誤
謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場
から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が
国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき
監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又
は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。
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監査意見
　当監査法人は、会社計算規則第120条第１項後段の規定により指定国際会計
基準で求められる開示項目の一部を省略して作成された上記の連結計算書類
が、ウルトラファブリックス・ホールディングス株式会社及び連結子会社か
らなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年２月22日

ウルトラファブリックス・ホールディングス株式会社

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 丸 山 高 雄 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 北 村 康 行 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ウルトラファ
ブリックス・ホールディングス株式会社の2018年１月１日から2018年12月31
日までの第54期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を
行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに
ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場
から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監
査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書
に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監
査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断
により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の
有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経
営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附
属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一
般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ
の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2018年１月１日から2018年12月31日までの第54期事業
年度の取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果に
つき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事

項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている
体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及
び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明するとともに、下記の方法により監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統
制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状
況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事
業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる
事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審
議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求
めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）
及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結財政状態計算書、連結損益計
算書、連結持分変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を
正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取
締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ
ると認めます。

(３）連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ
ると認めます。

2019年２月25日

ウルトラファブリックス・ホールディングス株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員 三 浦 宏 平 ㊞

監 査 等 委 員 藤 村 俊 夫 ㊞

監 査 等 委 員 伊 丹 庸 之 ㊞

監 査 等 委 員 横 尾 　 彰 ㊞

（注）監査等委員　藤村俊夫、伊丹庸之、横尾　彰は、会社法第２条第15号
及び第331条第６項に定める社外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　　期末配当に関する事項

　第54期の期末配当につきましては、当事業年度の業績、財政状態、事業展開等

を勘案しまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．配当財産の種類（当社普通株式及び当社Ａ種優先株式）

　金銭といたします。

２．株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式　　　１株につき金24円

　配当総額　　　　　149,706,408円

　当社Ａ種優先株式　１株につき金26円

　配当金の総額　　　48,100,000円

　配当金合計　　　　197,806,408円

３．剰余金の配当が効力を生じる日

　当社普通株式　　　2019年３月29日

　当社Ａ種優先株式　2019年３月29日
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第２号議案　定款一部変更の件

　１．提案の理由

　　　インターネットの普及を考慮し、公告閲覧の利便性向上及び公告手続きの

合理化を図るため、当社の公告方法を日本経済新聞から電子公告に変更し、

併せてやむを得ない事由により電子公告することができない場合の措置を定

めるものであります。

　２．変更の内容

　　　変更の内容は次のとおりであります。

（下線部は変更部分を示します。）

現　行　定　款 変　 更　 案

（公告方法）

第４条　当会社の公告は、日本経済新

聞に掲載する方法により行

う。

（公告方法）

第４条　当会社の公告方法は、電子公

告とする。ただし、事故その他

やむを得ない事由によって電

子公告による公告をすること

ができない場合は、日本経済新

聞に掲載する方法により行

う。
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第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案について同じ。）全員

（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

　つきましては、取締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者に

ついて適任であると判断しております。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位及び担当
（重 要  な  兼  職  の  状  況）

所有する当
社の株式数

１

よし

吉
むら

村 　
のぼる

昇

(1962年４月20日)

1999年４月　メリルリンチ日本証券株式会社　

入社

2009年１月　株式会社レコフ　入社

2011年５月　株式会社クレハ・バッテリー・マ

テリアルズ・ジャパン　入社

2016年４月　当社　入社　社長室長

2016年７月　当社　社長室長兼営業部長代理

2017年10月　当社　取締役　経営企画部長兼

財務部長

2018年１月　当社　取締役　経営管理部長

2018年３月　当社　代表取締役社長（現任）

　　（重要な兼職の状況）

　第一化成株式会社　取締役

　Ultrafabrics Inc.社　Director

　ウルトラファブリックス・ジャパン株式会社

代表取締役社長

普通株式

60,000株

Ａ種優先株式

-　株

２

なか

中
の

野
きよ

淳
ふみ

文

(1957年３月31日)

1981年８月　シティバンク・エヌ・エイ東京支

店　入行

1992年11月　バンカース・トラスト銀行東京支

店　入行

1998年11月　ＵＢＳウォーバーグ証券会社東京

支店　入社

2002年６月　当社　監査役

2012年６月　当社　取締役　社長室長

2014年６月　当社　代表取締役社長

2018年３月　当社　取締役会長（現任）

　　（重要な兼職の状況）

　第一化成株式会社　取締役

　Ultrafabrics Inc.社　Director

普通株式

205,800株

Ａ種優先株式

-　株
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位及び担当
（重 要  な  兼  職  の  状  況）

所有する当
社の株式数

３

なか

中
がわ

川
とよ

豊
ひこ

彦

(1959年４月21日)

1983年４月　当社　入社

1999年４月　当社　埼玉事業所生産部技術課長

2004年４月　当社　埼玉事業所次長兼製造技術

課長

2014年６月　当社　取締役　埼玉事業所長

2016年６月　当社　常務取締役　埼玉事業所長

2017年10月　当社　取締役（現任）

　　（重要な兼職の状況）

　第一化成株式会社　代表取締役社長

普通株式

33,500株

Ａ種優先株式

-　株

４

た

田
なか

中
 

　
つとむ

勉

(1957年１月25日)

1977年３月　当社　入社

1999年４月　当社　開発部開発課長

2013年４月　当社　技術部長

2014年６月　当社　取締役　技術部長兼品質保

証部長

2016年６月　当社　常務取締役　技術部長兼品

質保証部長

2017年10月　当社　取締役（現任）

　　（重要な兼職の状況）

　第一化成株式会社　代表取締役副社長

普通株式

45,200株

Ａ種優先株式

-　株

５

ク レ イ

ア ン ド リ ュ ー

ローゼンバーグ

(1958年４月４日)

1980年６月　Gallo Wines社　入社

1984年９月　Spring Industries社　入社

1999年１月　Ultrafabrics,LLC社（現　

Ultrafabrics Inc.社）　設立　

CEO（現任）

2017年10月　当社　取締役（現任）

　　（重要な兼職の状況）

　Ultrafabrics Inc.社　CEO

　ウルトラファブリックス・ジャパン株式会社

取締役

　Ultrafabrics Europe Ltd.社　取締役

普通株式

-　株

Ａ種優先株式

1,062,000株
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位及び担当
（重 要  な  兼  職  の  状  況）

所有する当
社の株式数

６

バ ー バ ラ
ダニエルベッカー
プ リ マ ッ ク
(1967年８月15日)

1989年７月　Saks Fifth Avenue社　入社

1992年４月　Spring Industries社　入社

1999年１月　Ultrafabrics,LLC社（現　

Ultrafabrics Inc.社）　設立　

President（現任）

2017年10月　当社　取締役（現任）

　　（重要な兼職の状況）

　Ultrafabrics Inc.社　President

　ウルトラファブリックス・ジャパン株式会社

取締役

　Ultrafabrics Europe Ltd.社　取締役

普通株式
-　株

Ａ種優先株式
604,000株

（注）　各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第４号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

　監査等委員である取締役（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となり

ます。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと

存じます。

　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位及び担当
（重 要  な  兼  職  の  状  況）

所有する当
社の株式数

１

ふじ

藤
むら

村
とし

俊
お

夫

(1947年５月29日)

1971年４月　三井物産株式会社　入社

1997年１月　（出向）三王技研工業株式会社　

代表取締役社長

2000年12月　三井物産株式会社　合成樹脂第二

部長

2002年12月　日本トレーディング株式会社　副

社長

2006年12月　同社　代表取締役社長

2007年６月　（兼任）フクビ化学工業株式会社

取締役

2008年４月　三井物産プラスチックトレード株

式会社（現　三井物産プラスチッ

ク株式会社）　代表取締役社長

2012年６月　当社　社外監査役

2014年６月　当社　社外取締役

2015年３月　早川産機株式会社　監査役

（現任）

2017年10月　当社　社外取締役（監査等委員）

（現任）

　　（重要な兼職の状況）

　第一化成株式会社　社外監査役

普通株式

11,000株
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位及び担当
（重 要  な  兼  職  の  状  況）

所有する当
社の株式数

２

い

伊
たみ

丹
のぶ

庸
ゆき

之

(1951年８月５日)

1974年４月　富士写真フイルム株式会社　入社

1986年11月　モルガン・スタンレー証券株式会

社東京支店　入社

1997年２月　株式会社ピッツインターナショナ

ル　設立　代表取締役

2010年８月　株式会社アリィトラベルと営業統

合　副社長（現任）

2014年６月　当社　社外監査役

2017年10月　当社　社外取締役（監査等委員）

（現任）

普通株式

8,000株

３

よこ

横
お

尾 　
あきら

彰

(1953年８月４日)

1976年４月　シティバンク　入社

1992年１月　リーマン・ブラザーズ証券会社　

入社

1994年11月　ＵＢＳ証券会社　入社

1996年12月　ドイツ・モルガン・グレンフェル

証券会社　入社

2002年７月　クレディ　スイス　ファーストボ

ストン証券会社　入社

2006年４月　ＡＩＧジャパンキャピタルインベ

スト株式会社　入社

2012年９月　愛宕倉庫株式会社　経営顧問　

（現任）

2015年５月　一般社団法人　実践コーポレート

ガバナンス研究会　理事　（現

任）

2017年３月　当社　社外監査役

2017年10月　当社　社外取締役（監査等委員）

（現任）

普通株式

900株

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．各監査等委員である取締役候補者は、当社が発行するＡ種優先株式を

所有しておりません。

３．藤村俊夫氏及び伊丹庸之氏ならびに横尾彰氏は、社外取締役候補者で

あります。

（１）藤村俊夫氏を社外取締役候補者とした理由は、長年に亘る合成樹脂

事業分野での経験及び見識と、複数他社の代表取締役等としての経

営全般に関する経験及び見識を有しており、それらを監査等委員で
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ある社外取締役として当社の監査等に活かしていただきたいためで

あります。

なお、同氏は、現在当社の社外取締役であり、その在任期間は本総

会終結の時をもって４年９ヶ月となります。また、同氏は過去に当

社の非業務執行役員でありました。

（２）伊丹庸之氏を社外取締役候補者とした理由は、長年に亘る経営者と

しての豊富な経験と幅広い知識を有しており、それらを監査等委員

である社外取締役として当社の監査等に活かしていただきたいため

であります。

なお、同氏は、現在当社の社外取締役であり、その在任期間は本総

会終結の時をもって１年６ヶ月となります。また、同氏は過去に当

社の非業務執行役員でありました。

（３）横尾彰氏を社外取締役候補者とした理由は、長年に亘る金融業界で

の豊富な経験と幅広い知識を有しており、それらを監査等委員であ

る社外取締役として当社の監査等に活かしていただきたいためであ

ります。

なお、同氏は、現在当社の社外取締役であり、その在任期間は本総

会終結の時をもって１年６ヶ月となります。また、同氏は過去に当

社の非業務執行役員でありました。

４．当社は、藤村俊夫氏及び伊丹庸之氏ならびに横尾彰氏を東京証券取引

所に独立役員として届け出ており、各氏が選任が承認された場合は、

改めてそれぞれ独立役員として届け出る予定であります。

－ 39 －



第５号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する株式報酬（事

後交付型リストリクテッド・ストック）の付与のための報酬決定の件

　当社取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額は、2017年６月22日

開催の当社第52回定時株主総会において、年額300百万円以内（ただし、使用人分

給与を含まない。）としてご承認をいただいており、また、2018年３月29日開催

の当社第53回定時株主総会において、当社取締役（監査等委員である取締役を除

く。）に対して、上記報酬枠内において、年額100百万円の範囲内で、譲渡制限付

株式（事前交付型リストリクテッド・ストック。以下、「RS」といいます。）の

割当てのための報酬を支給することにつきご承認をいただいております。

　今般、グローバルに展開する当社におきまして、各国の制度に合わせてRSと同

様の効果をもたらすよう株式報酬制度の柔軟性を高め、併せて、取締役への当社

の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを一層強化するため、RSに加え

て、３年間から10年間までの間で当社取締役会が定める期間（以下、「権利算定

期間」といいます。）の終了後に、権利算定期間内の継続的な勤務を条件に、事

前に定める数の当社株式を交付する類型の株式報酬（事後交付型リストリクテッ

ド・ストック。以下、「RSU」といいます。)を導入することにつきご承認をお願

いいたしたいと存じます。

　本議案に基づき当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対して、

RSUの付与のために支給する金銭報酬の総額は、上記の目的を踏まえ相当と考えら

れる金額として、上記年額300百万円の内枠として、年額100百万円以内（ただし、

使用人分給与を含まない。）といたします。また、各取締役への具体的な配分に

ついては、取締役会で決定することといたします。

　なお、現在の当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は６名であり、

第３号議案が原案どおり承認可決されますと、取締役（監査等委員である取締役

を除く。）は６名となります。

【RSUの内容】

(１)RSUの付与

　当社は、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対し、当社取締

役会決議に基づき、権利算定期間終了後に交付される株式数（以下、「ユニット

数」といいます。）を定める。

　権利算定期間終了後に、ユニット数に応じた当社普通株式を交付するため、当

社の取締役に対して下記の方法で算定された額の金銭報酬債権を支給することと

し、当社による株式の発行又は自己株式の処分に際して、その金銭報酬債権の全

部又は一部を現物出資させることで、当社株式を交付する。金銭報酬債権の一部

を現物出資させる場合、残額の金銭報酬債権に相当する金銭を別途交付する。

　当社が、本制度に基づき、各事業年度において当社の取締役に付与するユニッ

ト数は、30,000株相当を上限とする。ただし、権利算定期間中に、当社普通株式

の株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。）又は株式併合が行われた
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場合その他これらの場合に準じる場合には、交付する株式の総数を合理的に調整

することができるものとする。

(２)本制度における金銭報酬の額の算定方法

　あらかじめ定めたユニット数に、権利算定期間終了後に開催される株式の発行

又は自己株式の処分を決定する取締役会の決議の日の前営業日における東京証券

取引所における当社株式の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合に

は、それに先立つ直近取引日における終値を指す。）を乗じることにより算定さ

れる金額の金銭報酬を支給する。

　ただし、当該RSUに関する金銭報酬の総額が、報酬枠年額100百万円を超える場

合には、合理的な方法により交付株式数を調整するものとする。

(３)株式交付の要件

　当社は、RSUの付与を受けた取締役が、権利算定期間中、継続して、当社又は当

社の取締役会が定める当社完全子会社の取締役又は使用人のいずれかの地位にあ

ったことを条件として、ユニット数に応じた株式又は金銭を、権利算定期間終了

後に交付する。

　ただし、当該取締役が、当社取締役会が正当と認める理由により、権利算定期

間が満了する前に当社及び当社取締役会が定める当社完全子会社の取締役及び使

用人のいずれの地位からも退任又は退職した場合には、交付する株式の数又は金

銭の額を必要に応じて合理的に調整するものとする。

(４)組織再編等における取扱い

　当社は、権利算定期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会

社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する議案が当社

の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さ

ない場合においては、当社取締役会）で承認された場合には、当社取締役会決議

により、権利算定期間の開始日から当該組織再編等の承認の日までの期間を踏ま

えて、交付する株式の数又は金銭の額を合理的に調整することができるものとす

る。

以　上
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株主総会会場ご案内図
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法令及び定款に基づくインターネット開示事項

第54期（2018年１月１日～2018年12月31日）

① 連結計算書類の連結注記表

② 計算書類の個別注記表

ウルトラファブリックス・ホールディングス株式会社

法 令 及 び 定 款 第 1 3 条 の 規 定 に 基 づ き 、 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ

（https://www.ultrafabricshd.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆さ

まに提供しているものであります。



連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

１．連結計算書類の作成基準

　当社及びその子会社（以下、当社グループ）の連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項

の規定により、国際会計基準（以下、IFRS）に従って作成しております。なお、連結計算書類

は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略しております。

２．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　　　　４社

主要な連結子会社の名称　　　　第一化成株式会社

Ultrafabrics Inc.

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 金融資産の評価基準及び評価方法

①　金融資産

（ⅰ）当初認識及び測定

　当社グループは、金融資産について、純損益を通じて公正価値で測定される金融資

産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産、償却原価で測定され

る金融資産に分類しております。この分類は、当初認識時に決定しております。

　すべての金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定される区分に分類される場合

を除き、公正価値に取引費用を加算した金額で測定しております。

　金融資産は、以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定される金融資産

に分類しております。

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする

事業モデルに基づいて、資産が保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキ

ャッシュ・フローが特定の日に生じる。

　償却原価で測定される金融資産以外の金融資産は、公正価値で測定される金融資産

に分類しております。

　公正価値で測定される資本性金融資産については、純損益を通じて公正価値で測定

しなければならない売買目的で保有される資本性金融商品に対する投資を除き、個々

の資本性金融商品に対する投資ごとに、純損益を通じて公正価値で測定するか、その

他の包括利益を通じて公正価値で測定するかを指定し、当該指定を継続的に適用して

おります。

（ⅱ）事後測定

　金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。

(a) 償却原価により測定される金融資産

　償却原価により測定される金融資産については、実効金利法による償却原価によ

り測定しております。

(b) 公正価値により測定される金融資産

　公正価値により測定される金融資産の公正価値の変動額は純損益として認識して

おります。ただし、資本性金融商品に対する投資のうち、その他の包括利益を通じ

て公正価値で測定すると指定したものについては、公正価値の変動額はその他の包

括利益として認識しております。なお、当該金融資産からの配当金については、金

融収益の一部として当期の純損益として認識しております。
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（ⅲ）金融資産の減損

　償却原価により測定する金融資産については、予想信用損失に対する貸倒引当金を

認識しております。

当社グループは、期末日ごとに各金融資産に係る信用リスクが当初認識時点から著

しく増大しているかどうかを評価しており、当初認識時点から信用リスクが著しく増

大していない場合には、12ヶ月の予想信用損失を貸倒引当金として認識しております。

一方で、当初認識時点から信用リスクが著しく増大している場合には、全期間の予想

信用損失と等しい金額を貸倒引当金として認識しております。

契約上の支払の期日経過が30日超である場合には、原則として信用リスクの著しい

増大があったものとしておりますが、信用リスクが著しく増大しているか否かの評価

を行う際には、期日経過情報のほか、当社グループが合理的に利用可能かつ裏付け可

能な情報（内部格付、外部格付等）を考慮しております。

なお、金融資産に係る信用リスクが期末日現在で低いと判断される場合には、当該

金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していないと評価しておりま

す。

ただし、重大な金融要素を含んでいない営業債権については、信用リスクの当初認

識時点からの著しい増大の有無にかかわらず、常に全期間の予想信用損失と等しい金

額で貸倒引当金を認識しております。

予想信用損失は、契約に従って企業に支払われるべきすべての契約上のキャッシ

ュ・フローと、企業が受け取ると見込んでいるすべてのキャッシュ・フローとの差額

の現在価値として測定しております。

当社グループは、金融資産の予想信用損失を、以下のものを反映する方法で見積っ

ております。

・ 一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重

金額

・ 貨幣の時間価値

・ 過去の事象、現在の状況及び将来の経済状況の予測についての、報告日において

過大なコストや労力を掛けずに利用可能な合理的で裏付け可能な情報

著しい景気変動等の影響を受ける場合には、上記により測定された予想信用損失に、

必要な調整を行うこととしております。

当社グループは、ある金融資産の全体又は一部分を回収するという合理的な予想を

有していない場合には、金融資産の総額での帳簿価額を直接減額しております。

金融資産に係る貸倒引当金の繰入額は、純損益で認識しております。貸倒引当金を

減額する事象が生じた場合は、貸倒引当金戻入額を純損益で認識しております。

（ⅳ）金融資産の認識の中止

　当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が失効

する、又は当社グループが金融資産の所有のリスクと経済価値のほとんどすべてを移

転する場合において、金融資産の認識を中止しております。当社グループが、移転し

た当該金融資産に対する支配を継続している場合には、継続的関与を有している範囲

において、資産と関連する負債を認識いたします。

②　金融資産及び金融負債の表示

　金融資産及び金融負債は、当社グループが残高を相殺する法的に強制可能な権利を現在

有しており、かつ純額で決済するか又は資産の実現と負債の決済を同時に行う意図を有す

る場合にのみ、連結財政状態計算書上で相殺し、純額で表示しています。
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③　デリバティブ及びヘッジ会計

　当社グループは、為替リスクや金利リスクをそれぞれヘッジするために、為替予約、金

利スワップ契約等のデリバティブを利用しております。これらのデリバティブは、契約が

締結された時点の公正価値で当初測定され、その後も公正価値で再測定しております。

　当社グループは、ヘッジ開始時に、ヘッジ会計を適用しようとするヘッジ関係並びにヘ

ッジを実施するに当たってのリスク管理目的及び戦略について、公式に指定及び文書化を

行っております。当該文書は、具体的なヘッジ手段、ヘッジ対象となる項目又は取引並び

にヘッジされるリスクの性質及びヘッジされたリスクに起因するヘッジ対象の公正価値又

はキャッシュ・フローの変動に対するエクスポージャーを相殺するに際してのヘッジ手段

の公正価値変動の有効性の評価方法などを含んでおります。これらのヘッジは、公正価値

又はキャッシュ・フローの変動を相殺する上でヘッジの有効性の要求を満たすことが見込

まれますが、ヘッジ指定を受けたすべての連結会計期間にわたって実際にヘッジの有効性

の要求を満たしているか否かを判断するために、継続的に評価しております。

　ヘッジ会計に関する厳格な要件を満たすヘッジは、以下の通りです。

　・キャッシュ・フロー・ヘッジ

　ヘッジ手段に係る利得又は損失のうち有効部分は、その他の包括利益として認識し、

非有効部分は直ちに純損益として認識しております。

　その他の包括利益に計上されたヘッジ手段に係る金額は、ヘッジ対象である取引が

純損益に影響を与える時点で純損益に振り替えております。ヘッジ対象が非金融資産

又は非金融負債の認識を生じさせるものである場合には、その他の包括利益として認

識されている金額は、非金融資産又は非金融負債の当初の帳簿価額の修正として処理

しております。

　予定取引又は確定約定の発生がもはや見込まれない場合には、従来その他の包括利

益を通じて資本として認識していた累積損益を純損益に振り替えております。ヘッジ

手段が失効、売却、又は他のヘッジ手段への入替えや更新が行われずに終了又は行使

された場合、若しくはヘッジ指定を取り消された場合には、従来その他の包括利益を

通じて資本として認識されていた金額は、予定取引又は確定約定が発生するまで引き

続き資本に計上しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で測定しております。正味

実現可能価額は、通常の事業過程における見積売価から、完成までに要する見積原価及び見

積販売費用を控除した額であります。取得原価は、主として先入先出法に基づいて算定され

ており、購入原価、加工費及び現在の場所及び状態に至るまでに要したすべての費用を含ん

でおります。

(3) 有形固定資産の減価償却方法

　有形固定資産については、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額

で測定しております。

　取得原価には、資産の取得に直接関連する費用、解体・除去及び土地の原状回復費用、及

び資産計上すべき借入コストが含まれております。

　土地及び建設仮勘定以外の各資産の減価償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり、定

額法で計上されています。

　主要な資産項目ごとの見積耐用年数は以下のとおりであります。

・建物及び構築物 2～38年

・機械装置及び運搬具 2～8年

・工具器具及び備品 2～15年

　なお、見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、各年度末に見直しを行い、変更があ

った場合は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。
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(4) 無形資産（のれんを除く）の償却方法

　個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定されます。

　のれん以外の無形資産は、当初認識後、耐用年数を確定できない無形資産を除いて、それ

ぞれの見積耐用年数にわたって定額法で償却され、取得原価から償却累計額及び減損損失累

計額を控除した帳簿価額で計上されます。主要な無形資産の見積耐用年数は以下のとおりで

あります。

・ソフトウエア 5年

・顧客関連資産 13年

　なお、見積耐用年数、残存価額及び償却方法は、各年度末に見直しを行い、変更があった

場合は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。

(5) リース資産の減価償却方法

　リース資産は、見積耐用年数とリース期間のいずれか短い年数にわたって、定額法で減価

償却を行っております。

(6) のれんに関する事項

　子会社の取得により生じたのれんは、無形資産に計上しております。当社グループは、の

れんを取得日時点で測定した被取得企業に対する非支配持分の認識額を含む譲渡対価の公正

価値から、取得日時点における識別可能な取得資産及び引受負債の純認識額（通常、公正価

値）を控除した額として測定しております。

　のれんの償却は行わず、毎期又は減損の兆候が存在する場合には、その都度減損テストを

実施しております。

　のれんの減損損失は連結損益計算書において認識され、その後の戻入れは行っておりませ

ん。

　また、のれんは連結財政状態計算書において、取得原価から減損損失累計額を控除した帳

簿価額で計上されます。

(7) 非金融資産の減損

　棚卸資産及び繰延税金資産を除く当社の非金融資産の帳簿価額は、期末日ごとに減損の兆

候の有無を判断しております。減損の兆候が存在する場合は、当該資産の回収可能価額を見

積っております。のれん及び耐用年数を確定できない、又は未だ使用可能ではない無形資産

については、回収可能価額を毎年同じ時期に見積っております。

　資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と売却費用控除後の公正価値のうちい

ずれか大きい方の金額としております。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フ

ローは、貨幣の時間価値及び当該資産に固有のリスクを反映した税引前割引率を用いて現在

価値に割り引いております。減損テストにおいて個別にテストされない資産は、継続的な使

用により他の資産又は資産グループのキャッシュ・インフローから、概ね独立したキャッシ

ュ・インフローを生成する最小の資金生成単位に統合しております。のれんの減損テストを

行う際には、のれんが配分される資金生成単位を、のれんが関連する最小の単位を反映して

減損がテストされるように統合しております。

　当社グループの全社資産は、独立したキャッシュ・インフローを生成いたしません。全社

資産に減損の兆候がある場合、全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額を決定して

おります。

　減損損失は、資産又は資金生成単位の帳簿価額が見積回収可能価額を超過する場合に純損

益として認識いたします。資金生成単位に関連して認識した減損損失は、まずその単位に配

分されたのれんの帳簿価額を減額するように配分し、次に資金生成単位内のその他の資産の

帳簿価額を比例的に減額いたします。
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　のれんに関連する減損損失は戻入いたしません。その他の資産については、毎期末日にお

いて損失の減少又は消滅を示す兆候の有無を評価しております。回収可能価額の決定に使用

した見積りが変化した場合は、減損損失を戻し入れます。減損損失は、減損損失を認識しな

かった場合の帳簿価額から必要な減価償却費及び償却費を控除した後の金額を上限として戻

し入れます。

(8) 重要な引当金の計上基準

　引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが、現在の法的又は推定的債務を負っ

ており、当該債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高く、当該債務の金

額について信頼性のある見積りができる場合に認識しております。引当金は、見積将来キャ

ッシュ・フローを貨幣の時間価値及び当該負債に特有のリスクを反映した税引前の利率を用

いて現在価値に割り引いております。時の経過に伴う割引額の割戻しは金融費用として認識

しております。

　賞与引当金

従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額の当連結会計年度に対応する金額を計

上しております。

(9) 従業員給付

　当社グループは、従業員の退職給付制度として確定給付制度と確定拠出制度を運営してお

ります。

　当社グループは、確定給付制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用並びに過去勤務

費用を、予測単位積増方式を用いて算定しております。

　割引率は、将来の毎年度の給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割引期間

に対応した期末日時点の優良社債の市場利回りに基づき算定しております。

　確定給付制度に係る負債又は資産は、確定給付制度債務の現在価値から制度資産の公正価

値を控除して算定しております。

　確定給付制度の再測定額は、発生した期においてその他の包括利益として一括認識し、直

ちにその他の資本の構成要素から利益剰余金に振り替えております。

　過去勤務費用は直ちに純損益として認識しております。

　確定拠出型の退職給付に係る費用は、確定拠出型制度の拠出につき、IFRSが当該掛金を資

産の原価に含めることを要求又は許容している場合を除き、従業員がサービスを提供した期

間に純損益として認識しております。

(10) 収益の計上基準

　収益は、物品の販売及びサービスの提供から受領する対価の公正価値から、値引、割戻及

び売上関連の税金を控除した金額で測定しております。

①　物品の販売

　物品の販売からの収益は、顧客が物品に対する支配を獲得した時点で認識しており、通

常は、物品の引渡時点で認識しています。物品の販売からの収益は、返品、値引き、割戻

し及び売上割引を控除後の、受領した又は受領可能となる対価の公正価値から、割引、割

戻し及び関連する税金を控除した金額で測定しています。

②　利息収益

　利息収益は、実効金利法により認識しております。

③　配当金

　配当収益は、配当を受け取る権利が確定した時点で認識しております。
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(11) 外貨の換算基準

①　外貨建取引

　外貨建取引は、取引日の為替レートで当社グループの各社の機能通貨に換算しておりま

す。

　期末日における外貨建貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートで機能通貨に換算し

ております。

　公正価値で測定される外貨建非貨幣性資産及び負債は、当該公正価値の算定日における

為替レートで機能通貨に換算しております。

　換算又は決済により生じる換算差額は、純損益として認識しております。ただし、その

他の包括利益を通じて測定される金融資産、及びキャッシュ・フロー・ヘッジのヘッジ手

段から生じる換算差額については、その他の包括利益として認識しております。

②　在外営業活動体の財務諸表

　在外営業活動体の資産及び負債については期末日の為替レート、収益及び費用について

は平均為替レートを用いて日本円に換算しております。在外営業活動体の財務諸表の換算

から生じる換算差額は、その他の包括利益として認識しております。在外営業活動体の換

算差額の累計額は、在外営業活動体が処分された期間に純損益として認識されます。

　なお、当社グループは、IFRS第１号の免除規定を採用しており、移行日前の在外営業活

動体の累積換算差額をゼロとみなし、すべて利益剰余金に振り替えております。

(12) その他連結計算書類作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地

方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。

②　連結納税制度の適用

　当社及び国内子会社は、当連結会計年度中に連結納税制度の承認申請を行い、翌連結会

計年度から連結納税制度が適用されることとなったため、当連結会計年度より税効果会計

について連結納税制度の適用を前提とした会計処理を行っております。

－ 6 －



連結財政状態計算書に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

有形固定資産 4,479百万円

(2) 連結処理により相殺消去されている担保に供している資産

子会社株式（金額は当社グループの取得原価） 5,785百万円

(3) 担保に係る債務

有利子負債 15,481百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 2,539百万円

連結損益計算書に関する注記

１．その他の費用の内容

固定資産除却損 24百万円

その他 0百万円

合計 24百万円

連結持分変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 6,830,000株

Ａ種優先株式 1,850,000株

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株 式 の 種 類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2018年３月29日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 108 18.00 2017年12月31日 2018年３月30日

Ａ種優先株式 35 19.00 2017年12月31日 2018年３月30日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決 議 予 定 株 式 の 種 類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2019年３月28日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 150 24.00 2018年12月31日 2019年３月29日

Ａ種優先株式 48 26.00 2018年12月31日 2019年３月29日

３．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目

的となる株式の種類及び数

普通株式 668,800株
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入

により資金を調達しております。

　営業債権及びその他の債権のうち受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理

規程に沿ってリスク低減を図っております。

　有利子負債の使途は運転資金（主として短期借入金）及び設備投資資金（長期借入金）であ

り、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定

化を実施しております。なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範囲で行う方針で

あり、投機目的の取引は行わないこととしております。

２．金融商品の公正価値等に関する事項

　2018年12月31日における帳簿価額と公正価値は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

帳 簿 価 額 公 正 価 値

資 産

現 金 及 び 現 金 同 等 物 1,248 1,248

営 業 債 権 及 び そ の 他 の 債 権 1,622 1,622

そ の 他 の 金 融 資 産 963 963

合 計 3,833 3,833

負 債

営 業 債 務 及 び そ の 他 の 債 務 1,085 1,085

有 利 子 負 債 15,481 15,481

そ の 他 の 金 融 負 債 53 53

合 計 16,619 16,619

　金融商品の公正価値の算定方法は以下のとおりであります。

（現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務）

　短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

（その他の金融資産、その他の金融負債）

　デリバティブは、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産又は金融負債として、取引

先金融機関から提示された価格に基づいて算定しております。

（有利子負債）

　有利子負債は、将来キャッシュ・フローを新規に同様の契約を実行した場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり親会社所有者帰属持分 1,128円07銭

基本的１株当たり当期利益 46円57銭
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

　関係会社株式　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によっております。

②　無形固定資産

　（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア　　　社内における利用可能期間に基づく定額法によっており

ます。

(3) 外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる事項

ヘッジ会計の方法　　　　　　　　ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップのみであり、特

例処理によっております。

消費税等の会計処理　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって

おり、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度

の費用として処理しております。

連結納税制度の適用　　　　　　　当社は、当事業年度中に連結納税制度の承認申請を行い、

翌事業年度から連結納税制度が適用されることとなった

ため、当事業年度より税効果会計について連結納税制度

の適用を前提とした会計処理を行っております。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

　①　担保に供している資産

関係会社株式 5,785百万円

計 5,785百万円

②　担保に係る債務

１年以内に返済予定の長期借入金 1,276百万円

長期借入金 9,571百万円

計 10,847百万円

(2)有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　　　　0百万円

(3)保証債務

　2017年10月１日付の会社分割により、第一化成株式会社が承継した債務につき、重畳的債

務引受を行っております。

第一化成株式会社 2,971百万円

計 2,971百万円

－ 9 －



(4) 関係会社に対する金銭債権、金銭債務

　①立替金 178百万円

　②未収入金 151百万円

　③未収利息 148百万円

　④未払金 1百万円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

(1) 売上高 300百万円

(2) 営業取引以外の取引高 513百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 819千株 0千株 227千株 592千株

（注）１．普通株式の数の増加0千株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

２．普通株式の数の減少227千株は、ストック・オプションの行使によるものでありま

す。

５．税効果会計に関する注記

　(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 38百万円

未払事業税 2百万円

譲渡制限付株式報酬費用 2百万円

その他 1百万円

繰延税金資産合計 43百万円

繰延税金負債

未収分配金 △2百万円

その他 △1百万円

繰延税金負債合計 △3百万円

繰延税金資産の純額 40百万円

　(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主要な項目別内訳

　 法定実効税率 30.9％

（調整）

住民税均等割 △0.2％

交際費等永久に損金に算入されない項目 △0.1％

株式報酬費用 △24.8％

外国源泉税 △16.8％

その他 2.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △9.0％
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６．関連当事者との取引に関する注記

（1）関連会社等

種 類 会社等の名称
資本金
または
出資金

事業の
内 容
または
職 業

議 決 権 等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取 引
金 額
(百万円)

科目
期 末
残 高
(百万円)

役員の
兼任等

事 業 上
の 関 係

子会社

第一化成㈱
100

百万円
製 造
事 業

所有直接
100.00

5
グループ
経営管理等

経 営 指 導 料
( 注 ２ )

150
そ の 他
流 動 資
産

1
重畳的債務引受
( 注 ３ )

2,971

当社の銀行借
入に対する債
務 被 保 証
( 注 ４ )

10,847 未 払 金 1

Ultrafabrics
Inc.

17,380
千$

商 社
事 業

所有直接
100.00

4
グループ
経営管理等

経 営 指 導 料
( 注 ２ )

150
関 係 会
社 短 期
貸 付 金

1,276

利 息 の 受 取
( 注 ５ )

513
関 係 会
社 長 期
貸 付 金

9,571

当社の銀行借
入に対する債
務 被 保 証
( 注 ４ )

10,847

未 収 利
息

148

そ の 他
流 動 資
産

328

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。期末残高には消費

税等を含めております。
２．経営指導料は業務の内容を勘案し、契約により決定しております。
３．2017年10月１日付の会社分割により、第一化成株式会社が承継した債務につき、重畳

的債務引受を行っております。
４．当社の銀行借入に対して債務保証を受けております。なお、取引金額には、保証額の

期末残高を記載しております。
５．Ultrafabrics Inc.への資金の貸付利率については、市場金利を勘案して決定しており

ます。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 568円03銭

(2) １株当たり当期純損失 74円69銭

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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